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「直轄事業における復旧・復興工事のための共同企業体の当面の取扱いについて」

の一部改正について

東日本大震災において特に被災の大きい岩手県、宮城県及び福島県における建設

工事については、復旧・復興工事の円滑な施工を確保するため、復旧・復興建設工

事共同企業体（以下「復興ＪＶ」という。）の制度が試行されているところであるが、

今般、更なる入札不調対策として、登録できる復興ＪＶの数の拡大を行う等復興Ｊ

Ｖの当面の取扱いを改正する旨「復旧・復興建設工事における共同企業体の当面の

取扱いについて」（平成24年10月10日付け国土入企第19号）により通知されたところ

である。

これに基づき、「直轄事業における復旧・復興工事のための共同企業体の当面の取

扱いについて」（平成24年３月29日付け国地契第105号、国官技第368号、国営計第120

号、国港総第755号、国港技第152号）の一部を下記のとおり改正することとしたの

で、遺漏なきよう措置されたい。

記

記４．(1)中「２」を「３」に改める。


